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内容

１ 冷凍空調と冷媒の歴史

２ フロン対策の経緯

３ 低GWP冷媒、ノンフロン冷媒の開発

４ 高圧ガス保安法の改正とフロン排出抑制法

５ 次世代冷媒の動向

６ 地球環境を守るために



年 代 世界の出来事 空 調 の 歴 史 業界の出来事

古 代 天然氷 天然雪 水の蒸発潜熱利用

１６０７年 ガリレオ アルコール温度計
１７２４年 ファーレンハイト華氏温度計
１７６５年 蒸気機関の発明
１７７６年 アメリカ独立宣言
１７７７年 ジェラルド・ネーアン 濃硫酸の水吸収を発見
１７８９年 フランス革命
１７９２年 セルシウス 摂氏温度計
１８２４年 カルノー冷凍理論 （仏）
１８３４年 パーキンス エチルアルコール圧縮式冷凍機（英）

ペルチェ 熱電冷却発見（仏）
１８４２年 マイヤーとプレスコット熱力学第２法則発見
１８５２年 トムソン（ケルビン卿） ヒートポンプ原理発見（英）
１８５６年 ハリソン エーテル式冷凍機発明（豪）
１８６０年 カレ アンモニア吸収式冷凍機 （仏）
１８６６年 ローエ ＣＯ2冷凍機（米）
１８６７年 明治維新
１８７２年 デビッドボイル ＮＨ３圧縮冷凍機開発（米）
１８７４年 リンデ アンモニア冷凍機（独）
１９０２年 キャリア 冷却減湿法発見（米）

ｻﾃﾞｨ･ｶﾙﾉ-

冷 凍・空 調 と 冷 媒 の 歴 史
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１９０４年 日露戦争 モリエール線図発表（独）
１９１１年 空気線図発表
１９１４年 第一次世界大戦
１９１９年 長谷川鉄工、山陽鉄工所 ＮＨ３冷凍機開発
１９２１年 ターボ冷凍機開発（米）
１９２２年 ムンタースNH3/H2吸収式家庭用冷蔵庫開発(典)
１９２３年 関東大地震
１９２９年 世界恐慌
１９３０年 フロンガス開発（米）
１９３２年 兵庫県の朝日新聞社社主村山邸の住宅に、

アンモニア冷凍機により日本で最初の
ヒートポンプによる冷暖房設備が完成

１９３４年 冷凍機の開発開始
南満州鉄道の特急[あじあ]号に冷暖房装置を設置

１９３５年 ダイキン工業 フロン生産開始
１９３６年 東洋キャリア パケージエアコン開発
１９３７年 世界最大規模で最初のヒ-トポンプ式全館冷暖房

装置が京都電燈本社(現関西電力京都支店)に設置
１９３９年 第２次世界大戦
１９４１年 荏原製作所と日立製作所が戦艦大和、武蔵に

150,000kcal/h のターボ冷凍機を各4台納入。
１９４２年 日本でのフロンの本格製造開始
１９４５年 太平洋戦争終結 キャリア ＬｉＢｒ吸収冷凍機開発
１９４９年 日本冷凍機製造協会設立
１９５１年 ＰＡＣエアコン生産開始
１９５５年 第１回国産冷凍機展開催
１９５８年 ヒートポンプ商品化
１９６６年 汽車製造 ２重効用吸収式開発
１９６７年 ＥＣ結成
１９６８年 前川製作所 スクリュー冷凍機開発
１９６９年 (社)日本冷凍空調工業会改称

あじあ号

戦艦大和

京都電燈本社ﾋﾞﾙ
写真提供（株）錢高組
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１９７０年 大阪万博開催 初の地域冷房
１９７１年 ニクソン・ドル防衛政策
１９７２年 日中国交正常化
１９７４年 フロンによるオゾン層破壊説 （ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ﾛｰﾗﾝﾄﾞ教授/ﾓﾘｰﾅ博士)
１９７３年 第１次石油危機
１９７８年 第２次石油危機 機器性能検定所開設（試験センタ）

省エネルギー技術開発推進
１９８０年 イラン・イラク戦争 東芝 インバータ・エアコン開発

生産金額 １兆３０００億円に
１９８１年 小型ガス冷房技術研究組合発足
１９８２年 ダイキン ビル用マルチ・エアコン開発
１９８５年 ガスエンジンヒートポンプ開発

オゾン層保護に関するウイーン条約
１９８７年 Ｎ・Ｙ株式暴落

モントリオール議定書
１９９０年 日本バブル経済崩壊 ＨＦＣ冷媒へ転換開始
１９９１年 ソ連邦崩壊
１９９３年 冷媒フロン再生センター設立
１９９４年 第１回神戸シンポジューム開催
１９９５年 先進国でのＣＦＣ生産全廃 生産金額 ２兆７０００億円に

１９９７年 ＣＯＰ３ 京都議定書
１９９８年 省エネルギー法改正、地球温暖化推進法 省エネ機器開発競争

２００１年 フロン回収破壊法 ＣＯ２冷媒給湯器発売
２００７年 工業会欧州事務所設立
２００８年 国際的な金融危機
２００９年 工業会創立６０周年
２０１３年 フロン排出抑制法
２０１６年 モントリオール議定書 キガリ合意
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これまでのフロン対策の経緯

ＣＦＣ

ＨＣＦＣ

ウィーン条約・モントリオール議定書

ＨＦＣ

2020年
に向けて
排出量
増加の
見込み

1985年
ウィーン条約

採択
1987年

モントリオール
議定書採択

段階的に
生産量・消費量

を規制オゾン層破壊
メカニズムの

発見

産業界等の取組
により排出が抑制
されてきたが・・・

オ
ゾ
ン
層
保
護

地
球
温
暖
化
防
止

新
た
な
対
策
が
必
要

【ＣＦＣ】
・２００９年末で全廃

【ＨＣＦＣ】
・先進国では２０２０年
途上国では２０３０年
原則全廃

1992年
気候変動枠組条

約採択

1997年
京都議定書

採択 排出量の削減
を義務付け

代替の可能性を検討
（研究開発等）

気候変動枠組条約・京都議定書

70年代 80年代 90年代 2000年代 2010年代 2020年代

代替

代替

更なる低温室効果の代替物質へ

特定フロン

特定フロン

代替フロン

出典：経済産業省 6



モントリオール議定書の規制ｽｹｼﾞｭｰﾙ

日本におけるモントリオール議定書に基づく規制ｽｹｼﾞｭｰﾙ

（出典）今後のオゾン層保護対策の在り方について（中間報告） 平成8 年3 月14 日化学品審議会オゾン層保護対策部会

CFC:1996年全廃
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京都議定書対象物質
（排出削減）

HFC
（R23，R32，R125，R404A，R407C，
R410A，R404A,R134aなど）

CO2

メタン
N2O
PFC
SF6
NF3（追加）

臭化メチル

CFC
（R11，R12，R502など）

HCFC
（R22，R123，R134，R141bなど）

ハロン
四塩化炭素
1.1.1-トリクロロエタン

オ
ゾ
ン
層
破
壊
物
質

温
室
効
果
ガ
ス

モントリオール議定書対象物質
（生産量・消費量規制）

議定書の対象物質ガスの比較
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HFC排出量の推移

出典：日本国温室効果ガスインベントリ報告書 2014年4月 9



フロン類使用製品が最終的に目指すべきGWP値について

出典：2014年6月27日 産業構造審議会 製造産業分科会化学物質政策小委員会 フロン類等対策WG

自然冷媒等
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○指定製品判断基準で指定対象（第1弾）となった製品について、指定製品判断基準で定める目標値・目標年度・対象
範囲を前提とした転換が進んだ場合の
① 製品メーカーによる新規製品向け使用量削減効果

（冷媒を充填せずに出荷する冷凍空調機器等おける、現場初期充填量の削減効果を含む。）
② 製品転換によるＨＦＣ機器の市場ストック量減少を通じたサービス用途(冷媒補充)使用量削減効果及び、
③管理者の判断基準に基づく対策(定期点検等)による使用時排出抑制を通じたサービス用途(冷媒補充)使用量削

効果を元に、将来のフロン類使用見通しを算定。

（留意事項）
※マクロフレーム(特に経済成長率）は、「今後のフロン類等対策の

方向性について（平成２５年３月）」の対策効果試算におけるＨＣＦ
ＣからＨＦＣへの転換効果及び経済成長率を引用しているが、今
後の温室効果ガス対策全体の議論の進展により見直しの可能性
があるため、「フロン類使用見通し」は暫定値であることに留意が
必要。

※「フロン類使用見通し」は、第２弾以降の指定製品判断基準の策
定状況を踏まえ、必要に応じて改定。

＜２０２０年度 使用見通し（暫定※）＞
４３００万ＣＯ２トン → ＢＡＵ出荷相当量より４０％程度減

＜２０２５年度 使用見通し（暫定※） ＞
３６００万ＣＯ２トン → ＢＡＵ出荷相当量より５０％程度減

（BAU: Business As Usual 
現状対策維持した場合の推計値を指す。）

フロン類使用見通しについて

出典：経済産業省 11



2015年 国連気候変動枠組条約締約国会議
（COP21）パリ協定の合意

・法的拘束力のある強い協定として合意

・世界の平均気温上昇を産業革命前と比較して
２度Ｃ未満に抑えるという目標を掲げた

・最終的には温暖化ガス排出量を実質的にゼロ
にすることを目標にする

・2020年以降５年ごとに目標の見直しを行う
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2016年 キガリ合意におけるHFC生産・消費量
の削減スケジュール
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・妥当なコスト
・新興国でも許容できること経済性

・LCCPが優れている
・冷房時性能が同等程度

性能

・オゾン層破壊係数＝０
・温暖化係数極めて低い

環境性

・毒性が低い
・可燃性リスクが少ない

安全性

注）LCCP（Life Cycle Climate Performance)

機器使用によるエネルギー起源CO2
機器使用時の

冷媒漏えい

廃棄時冷媒排出

冷媒破壊時の
CO2排出

冷媒製造時の
CO2排出

注）

次世代冷媒に要求される条件
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冷媒
（HCFC、HFCなど）

硫酸
H2SO4

無水フッ酸 HF
（ﾌｯ化水素）

化成品

樹 脂

PTFE、FEP
ETFE、PFA
フッ素ゴム
など

撥水撥油剤
離型剤
界面活性剤
フッ素油・グリース
半導体用ｴｯﾁｬﾝﾄなど

有機化合物
（クロロホルム）

ガ ス
（ﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ）

ゴ ム

フッ素とは

フッ素原子（Ｆ）

◆F2分子は原子同士が反発しあうため、周りの物質を酸化してしまう
強力なガスとして有名

◆逆に炭素との結合は非常に強く、この結合を有する化合物は優れ
た耐熱性、耐薬品性、耐酸化性、耐候性を示す

ＦＣ

フッ素の製造過程

モノマー

・ホタル石（蛍石）

生産量の半分以上が中国産。
埋蔵量が限られることからレア
アースに分類される

ホタル石
CaF2

Ｃ－Ｆ結合

ダイキン化学事業部資料から
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Molecular architecture & 
Refrigerants characteristics

CFC-12
F

Cl
C

F

Cl

HCFC-22

H

C F

F

Cl

HFC-32
C

Ｈ Ｈ

F

F

ＣＬ（塩素）分子はオゾン層を破壊
Ｈ（水素）分子が増えると燃焼性が高くなるがGWPは低くなる
Ｆ（フッ素）分子が増えると安定化しＧＷＰは大きくなる
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R22 R32

冷媒の分子構造
冷媒として構成できる元素は

H C N O F の５種類

周期律表

冷媒として構成できる元素
・ 金属のように固体では無いこと
・ 毒性が無いこと
・ 液体になりやすいもの
・ 稀少な物質ではないこと
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候補冷媒と特性

HCFC R22

R410A

Ｒ３２H
F
C

ｱﾝﾓﾆｱ (R717)

ﾌﾟﾛﾊﾟﾝ（R290）

そ
の

他
冷

媒

CO2（R744）

冷 媒

R407C

R1234yf

冷媒物性

オゾン
破壊

温暖化係数
GWP

燃焼性
ASHRAE

毒性

0.051810 Ａ１ 低

02090 Ａ１ 低

0675 Ａ２Ｌ 低

00 Ａ２Ｌ 高

03以下 Ａ３ 低

01 Ａ１ 低

01770 Ａ１ 低

04 Ａ２Ｌ 低

R1234yf混合 ？？ Ａ２Ｌ 低

凝縮
圧力
MPa

1.73

2.72

1.78

1.53

10.00

1.86

1.16

？

2.80

100

92

97

106

98

41

99

90

理論効率
（Ｒ２２比）

早期に温暖化対策を推進するには，
微燃性の冷媒も賢く使用せざるを得ないのではないか

空調用機器の冷媒の候補一例

冷媒メーカーから数種提案あり
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次世代冷媒の特性と課題

温暖化影響 燃焼性

冷媒の温暖化影響と燃焼性

現状の冷媒の多くは温暖化影響と燃焼性は相反する関係に
あり、冷媒の温暖化影響を低減するためには微燃性を採用
せざるをえない
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新区分（２L）に期待する事項 １．着火困難
２．継続して火炎伝播しない
３．燃焼しても被害が小さい

ASHRAE34の従来区分と２L

毒性区分は記載省略

①ＡＳＨＲＡＥ３４では新区分２Ｌ区分を設置。ASHRAE１５では施設基準を審議中。
②並行してＩＥＣ６０３３５、ＩＳＯ５１４９，８１７で同様の改正が進んでいる

日本の一般高圧ガス基準

区分 基準

燃焼性あり 濃度下限＜１０％

あるいは

濃度の

下限と上限差＞２０％

燃焼性なし 濃度下限＞１０％

かつ

下限と上限差＜２０％

不活性

（冷凍則）

フロン冷媒で不燃性のもの

（ただし掲名冷媒）

強燃 3

不燃 1

弱燃 2

濃度下限≦0.1kg/m3
または
燃焼熱 ≧19MJ./Kg

＋燃焼速度≦10cm/s

濃度下限 ＞0.1kg/m3
及び
燃焼熱＜19MJ./Kg

火炎伝播無し

区分 基準

副区分2L

新しく燃焼しても危害が
少ない区分として２Ｌを
設置

冷媒の安全性基準の改訂動向例
（ＡＳＨＲＡＥ３４など）
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新たな指標につて
（IPCC ５次報告書より GTP）

GTP：Global Temperature Change Potential
地球温度変化係数

IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change
気候変動に関する政府間パネル

省エネ性，安全性，経済性など総合的な評価指標が必要

GWP，GTP，LCCPなど現在出てきている指標を
駆使できないか！！
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IPCC第5次評価レポート WG1：2013年9月30日に発表

・第8章でHFCなどの人工的なガスについて議論

気候変動影響の新たな指標として

“地球温度変化係数

GTP：Global Temperature Change Potential”を提示

・GWP は 赤外線を吸収する能力の相対値

・GTP は、世界平均気温を上げる能力の相対値

・地球の温度変化は、赤外線吸収と比例関係になく,

特に短寿命物質では、GTP 値とGWP値は 大きく異なる。

IPCC第5次評価報告書
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• GTPは、気候の応答性や大気と海洋の熱交換を考慮すること
により、GWPに比べより深い物理的なプロセスを考慮したもの
になっている。また、GTPは（深）海のゆっくりした応答を考慮に
入れることにより、排出された温暖化物質の大気中濃度の寿
命による減衰時間の範囲を越えた長期にわたっての温暖化影
響を考慮するものである。従ってGTPは対象とする化学物質の
大気中での適応時間と気候システムの応答時間の双方を含
んだものである。

• 海洋の応答をGTPの中に取り込むことはGTPの値に非常に大
きな影響を与えるので、その特性をどのように評価の中で想定
するかも、評価の単純さと得られる結果の精度との間のトレー
ドオフ関係を表すものとなる。

IPCC第5次評価報告書(AR5)におけるGTPの説明
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寿命 (年) GWP100 GTP100

CO2 交錯している 1 1

R23 222 12400 12700

R32 5.2 677 94

R134a 13.4 1300 201

R125 28.2 3170 967

R143a 47.1 4800 2500

R1234yf 10.5 days （0） 0

R1234ze 16.4 days （1） 0

HCFC22 11.9 1760 262

CFC12 100 10200 8450

PFC14 50000 6630 8040

SF6 3200 23500 28200

AR5におけるGWP と GTPの値

日本冷凍空調工業会 資料から
24



フロンに関する課題と対策

５．世界的な高GWPを巡る規制強化の動き

「フロン排出抑制法」の公布（2013年6月）

４．低GWP・ノンフロン製品の技術
開発・ 商業化の動き

３．使用時漏えいの判明

２．回収率の低迷

１．ＨＦＣの排出量の急増見込み

１．フロン類の実質的フェーズダウン（ガスメーカーによ
る取組）

・ガスメーカーの取組みに関する判断基準の設定。

２．フロン類使用製品の低GWP・ノンフロン化促進（機
器・製品メーカーによる転換）
・特定のフロン類使用製品の指定、低GWP・ノン

フロン化推進に関する判断基準の設定。

３．業務用冷凍空調機器使用時におけるフロン類の漏
えい防止（ユーザーによる冷媒管理）
・ユーザーによる適切な機器管理（定期点検等）

の取組みに関する判断基準の設定、冷媒漏えい
量報告

４．登録業者による充塡、許可業者による再生
・充塡回収業者による充塡に関する基準の策定。

等

課題等

・冷凍空調機器の冷媒に使用されるＨＦＣ
（代替フロン）の排出急増。

・２０２０年には現在の２倍以上に増加する見込み。

・機器廃棄時等の冷媒回収率は３割程度で低迷。

・２００９年の経済産業省調査で、機器使用中の大規模漏
洩が判明。
例：業務用冷凍冷蔵機器は年間１３～１７％漏洩）

・欧州F-gas規制、モントリオール議定書・
HFC・phase-down北米提案

現行法のフロン回収・破壊に加え、フロン製造から廃
棄までのライフサイクル全体にわたる包括的な対策が
必要

具体的な対策

出典：経済産業省
25



フロン排出抑制法の指定製品

指定製品
目標加重平
均GWP値

参考冷媒
（GWP）

目標年度

家庭用エアコン
（床置き以外のｼﾝｸﾞﾙ） 750 R32（675） 2018年

店舗・オフィス用エアコン
（床置き以外の３冷凍トン未満のｼﾝｸﾞﾙ） 750 R32（675） 2020年

コンデンシングユニット及び定置型冷凍冷蔵ユニット
(蒸発温度－４５℃未満/圧縮機の出力１．５kW以下を除く) 1500

R410A(2090)
CO2(1)

2025年

中央方式冷凍冷蔵機器
（有効容積が５万立方メートル以上の冷凍冷蔵倉庫の新
築、改築又は増築に伴って当該倉庫向けに出荷されるも
のに限る。）

100 NH3（0） 2019年

自動車用空調機器
（乗用自動車に限り，乗員定員が11人以上のものを除く） 150 R1234yf(4) 2023年

硬質ウレタンフォーム（現場発泡のうち専ら住宅用建築材
料として用いられるものに限る） 100 CO2/R1233zd 2020年

専ら噴射剤のみを充填する噴霧機 10 CO2/DME 2019年

フロン類使用製品の製造・輸入業者に課せられた判断基準

DME:ジメチルエーテル 26



新冷媒の普及に向けた保安法の改正

現状（可燃性ガス） 改正後（不活性ガス）

冷凍設備の適用除外となる
冷凍能力

～３冷凍トン ～５冷凍トン

冷凍設備の届出が必要ない
冷凍能力の範囲

～５冷凍トン ～２０冷凍トン

地球温暖化防止の観点から温暖化係数が低いが若干の燃
焼性を有する上記の冷媒を不活性ガス扱いにし、設備の技
術基準を緩和した

HFC32、HFO1234Yf、HFO1234ze を使用する
設備の規制緩和

第２グループの不活性以外のフルオロカーボンから第１グループの不活性
のフルオロカーボンに分類された

27



第1グループ 第2グループ 第3グループ（ その他のガス）

不活性のフ ルオロカ ーボン 不活性以外のフ ルオロカ ーボン ヘリ ウム、 プロパン、 CO2等

法定 許可 冷凍保安責任者 許可 冷凍保安責任者 許可 冷凍保安責任者

ト ン 届出等 通常 ユニッ ト 型 届出等 通常 ユニッ ト 型 届出等 通常 ユニッ ト 型

300ト ン 許可申請 許可申請 許可申請

第1種 必要 第1種 必要 第1種 必要

60ト ン 製造者 製造者 製造者

50ト ン

届出 届出

第2種 不要 不要 第2種 不要 不要

20ト ン 製造者 製造者

申請届出 届出

5ト ン 不要 不要 第2種 不要

申請届出 製造者

3ト ン 適用除外 不要

　 　 　 　 　 適用除外 適用除外

高圧ガス保安法の法定能力の分類

28



・次世代の冷媒の開発は混沌とした状況
である

・各社から様々なものが提案されている

・今後は用途や機能ごとに異なる冷媒に
なると考えられる

・現在の状況ではHFO系の混合冷媒が有力

・微燃性冷媒を安全に使う技術

次世代冷媒

29



現在の用途別次世代冷媒候補

高温

中温

低温

冷凍

家庭用A/C
R410A

▼
R32/etc

カーA/C
R134a

▼
HFO1234yf

店舗用PAC
R410A
R407C

▼
R32

ビルマルチ
R410A,R407C

▼
R32

HFO系

ｽｸﾘｭｰ、ﾁﾗｰ
R410A、R134a

▼
HFO1234yf、R32

ターボ
R134a、R123

▼
HFO1234yf/ze
HFO1233ｚｄ

家庭用給湯機
R410A

▼
CO2

家庭用冷蔵庫
R134a

▼
HC

冷凍･冷蔵ショーケース
R404A

▼
CO2

冷凍･冷蔵倉庫
R22
▼

NH3、NH3/CO2

業務用超低温
冷凍機

R23
▼

―  (air)

100KW1KW 10KW 1000KW

0℃

容量 30
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代表的な次世代冷媒候補の提案例
GWP：IPCC AR4



自然冷媒の可能性

いわゆる自然冷媒と呼ばれているもの
NH3（アンモニア）、HC（プロパンやブタン）、空気、水、CO2（炭酸ガス） 等

自然冷媒の課題
１ HC系は燃焼性が高く、引火すると爆発の危険性があり

小型の密閉機器以外は危険
２ NH3は毒性がある
３ CO2は圧力が高く、しかも使用可能な温度領域が限ら

れる
冷凍機器や給湯機器には使用可能

４ 空気や水は冷凍効率が悪く、消費電力も増加

自然冷媒の使用を拡大すべきだが、特別な用途の機器に
限られてしまう
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奇跡の惑星…地球
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地球の温度のバランス 1/2

地球環境問題

34



地球の温度のバランス 2/2
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ＩＰＰＣ４次報告書から

大気中の二酸化炭素（ＣＯ２）濃度の変化

（日本第四紀学会編、「地球史が語る近未来の環境」
近藤昭彦 から

大気中濃度の４００ｐｐｍとは０.０４％という量です

36



世界の平均気温の変化
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地球の歴史

ケン

４５ ４０ ３５ ３０ ２５ ２０ １５ １０ ５ 現代
年代 億年前

太古代 原生代 顕生代

新
生
代
氷
河
期

ポ
ン
ゴ
ラ
氷
河
期

本田財団レポートＮＯ１１６ 丸山茂徳

地
球
誕
生

氷期 氷期

気温指標

氷河期

氷河期は過去10回起きている
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温暖化が進むとどうなるか

・怖いメタンの大気放出
氷の下や海底等に閉じ込められていたメタンが地上に吹き出す

・一時的には局地的な寒冷化が起こる

・海水温が上昇し大形の台風やハリケーンが多発する

・海水の膨張や氷河の融解により海面が上昇

・北極等の氷が解けると海流循環が停止する虞れもある

・温暖化の暴走
温暖化はさらに加速し 最終的には気温は５０℃以上になり、殆ど
の生物は絶滅する

・地球は現在氷河期のなかの間氷期にあり、近い内に氷期に突入すると
言われているが、温暖化により氷期にならない可能性がある
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海洋コンベアベルト

「海洋コンベアベルトの変動」
海洋研究開発機構 むつ研究所 地球観測研究ｾﾝﾀｰ 深澤理郎 の資料から

地球の海水は2000年から3000年かけて流れている大循環システムがある
これにより地球の環境は保たれているが、極端な温暖化が進むとこのメカニズム
が壊れるのではないかと言われている
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地球時計
地球誕生から現在までを1年とした場合

月 日時 現在からの時間 地球の歴史

1月
１月 １日

０：００：００
４６億年前 地球の誕生

1月10日 ４５億年前 月の誕生

２月 ２月８日 ４１億年前 地球に海が出来始める

２月１５日 ４０億年前 原始生命の誕生

３月

４月

５月

５月３１日 ２７億年前 シアノバクテリアの誕生、光合成により酸素が放出される

６月

７月

８月 ８月３日 １９億年前 超大陸の誕生

９月

Earth, Ocean, and Life

http://blogs.yahoo.co.jp/edy7oceans/3924101.htmlhttp://blogs.yahoo.co.jp/sharmanqueen/3411948.html
地球大進化 http://www.hi-ho.ne.jp/tomiyo-de/new/earth_history.htm
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１０月

１１月 １１月１４日 ６億年前 オゾン層が形成され始める

１１月１７日 ゴンドワナ大陸が形成

１１月１８日 カンブリア大爆発

１１月２７日 生物の大量絶滅

１２月 １２月１１日 パンゲア大陸が形成

１２月１２日 生物の大量絶滅

１２月２４日 恐竜の繁栄

１２月２５日 恐竜の絶滅

１２月 23:26:00 ネアンデルタール人

３１日 23:57:00 ホモサピエンス誕生

23:59:25 古代文明（メソポタミヤ）誕生

23:59:46 キリストの誕生

23:59:58 産業革命

23:59:59 明治維新

24:00:00 現在

1月 1日 0:00:?? 環境激変により人類絶滅？

地球時計の１秒が約１４６年に相当する

Earth, Ocean, and Life http://blogs.yahoo.co.jp/edy7oceans/3924101.html
http://4.bp.blogspot.com/-人」
9M1r6hjkHsM/TZW_2935vII/AAAAAAAAA6g/bX9aF-
qNQ54/s1600/4%25E5%258E%259F%25E4%25BA%25BA_500.jpg
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